
広島大学技術センター報告集 第7号　iii

技術センター第2ステージの始まり
～ポスト2012年を間近にして～

技術統括　向井 一夫

　広島大学技術センター報告集は，学内の教職員・学生に留まらず学外にも技
術センター活動を広く知っていただくことを目的に，毎年，この時期に刊行し
ています．本号（平成22年度版）が第7号になりました．
　技術センター企画調整部会のもとに置く，「報告集編集委員会」，「将来構想検
討 WG」，「HP 運用 WG」の各委員長は，部門長ミーティング（技術統括，技術
副統括，部門長）で選考，本人に打診して企画調整部会（委員は，技術センター

長と前述ミーティングのメンバー）で承認します．委員については，部門長推薦を原則としますが，編
集委員の場合は，各部門から2名選出し，副委員長を委員長が決めていきます．
　編集委員会は，毎号，メンバー全員を総入れ替えして編成して，今号で7代目となります．これまで
の委員長・委員は延べ49名ですが，延べのうち委員を二度務めたのは2名だけですから47名が関わって
きたことになります．編集委員会や WG の会合で意見を述べ議論を行う中で考え方や現状の捉え方が
現れ，連絡等メールの遣り取りの中でも文章力，交渉力，企画力等も見えてきます．
　委員間，他の技術職員や事務職員が，その“ひと”個人の“力”を計り知ることができ，班～部門～
センターの運営・管理的能力の発掘になると考えています．

　さて，今年度報告集が刊行されて1年後は，高等教育の環境にあって“ポスト2012年”と言われてい
るようで，教育振興基本計画に基づき「大学等の教育力の強化と質の保証」，「教育研究拠点の形成と大
学等の国際化の推進」等において，検討・実現を目指すとした計画の最終年であること等，2012年は
大学にとって変革の節目になりそうです．（参照：Benesse® Between 誌，教育振興基本計画　平成20年
7月1日閣議決定）
　また，中央教育審議会大学分科会の答申「我が国の高等教育の将来像」（2007年1月28日）で，大学
が学部学科や研究科といった組織本位の発想を改め，学位を与えるのにふさわしい体系的な教育課程を
つくるよう促すと，2015年～ 2020年頃までを想定した内容が示されています．
　総合大学は20校（2学部以上を持つ大学は，47校）もあれば十分との声も聞かれ，新大学間競争時代
に入っていることは周知の事実で，将来，大学を7つの機能に分類するとして中央教育審議会が2007年
1月に示した機能別分化のどこに比重を置くのかを決定するのが，大学のリーダーの役割で難しい舵取
りが求められています．（広島大学では，「アクションプラン」，「広島大学だより」等において学長の考
え方が出されています）
　ここ2年間は，人事院勧告に準拠した給与引き下げ率（平均年間給与△1.5％）が，大学改革促進係数

（国立大学法人運営費交付金は「骨太の方針2006」に従い，毎年△1％）を上回っているため（比率の
差により），結果的に給与引き下げによるある意味ワークシェアリングを行った形で人員削減は行わな
いで済んでいますが，依然として人件費の削減傾向にあります．
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　技術センターは，全学の技術職員を集約して，その組織化を行うことを課せられ，厳しい状況下で，
設立後6年をかけて，部門の再々編による運営組織の確立，職名・職階の見直し・変更による運営体制
の確立を行って，運用体制の土台を構築しました．部局等に分散している専門技術（情報，工作，RI

管理等），部局内でも共通性のある専門技術（病理等標本作成分野）による技術職員のグループ化や適
切な人員配置を実行して，効率的な人員配置，技術職員の持つスキルの有効的活用を図る方策として来
ました．
　2012年前後に大きな変化があり，大学にとって新しい競争力を求められる時期に直面することにな
るのであれば，私達技術職員も早めに情報を得て，技術センターとしてできること，やらなければなら
ないことは何かを考えていく必要があり，それを考えようとするスタッフ（技術職員）の育成や存在も
必要になってきます．大学という組織の構成員であること，組織化された技術センターの一員であるか
らには，このような視点を持つ技術職員も増えて欲しいと思っています．他機関技術部との連携もポイ
ントです．国や大学の方針・方向性は技術職員には関係ないでは済まされないはずです．専門的な知識，
技術等の習得とそれを活用して大学・地域・社会に貢献していくことを大前提とした上で，大学の存続
に関わる学生の確保（集客）のためにできることはないか，優秀な技術職員を集めるための方策は何か
など，これらを考えることが技術センターの存在感のアピールに繋っていくものだと思います．まだ先
のことではない，2012年はすぐやって来ます．
　2004年の法人化と同時に，多くの課題を抱えて技術センターに所属し，設立当初は技術センター長，
運営委員の先生方，事務部の助言・協力を得ながら手探りで始まった組織づくりも，年数が経つに連れ
て現場視点を基にして技術職員が自主的・主体的に取り組み，全学支援に向けて移行してきました．「組
織運用基盤3システムの実運用」，「部門の再々編」，「職名・職階の変更」等を行って組織体制，運営体
制を整備し実体化を進めた言わば第1ステージは技術センター全構成員＝オールスターキャストで演じ
終えることができました．そして，幕間休憩なしで，技術センターの第2ステージの始まりです．技術
支援の立場から大学にもの申し，運営に参加していくためには，技術センターが何をやっているのか認
知されなくてはなりません．存在をもっともっと大学内外にアピールしていかなければなりません．一
つは，技術研修・研究会への参加によるスキルアップ等，技術職員一人一人のがんばり，即ち専門技術
力のアピールです．もう一つは，報告集，HP 等メディア・組織力によるアピールです．
　文頭で述べたように，技術センター報告集は，大学の内外に技術センターの活動を知っていただくこ
とを目的に刊行しています．今後は，技術センター全体の報告に加えて，部門を中心にした，より具体
的な活動・事業の報告を行って，技術センターが何をやっているのか，何ができるのかを広報できれば
と思っています．報告集編集委員会と HP 運用 WG を併せた広報部門の強化は有効で，その時は，技
術センター報告集の配布先も再考し，内容ももっと充実して変わっていくものでしょう．


